
 遺産分割協議が終わらないうちに役所か

ら固定資産税の案内が届くことがあります。

これは土地や家屋を相続して新たに固定資

産税を納付する人を役所に届け出るもので

土地・家屋の現所有者申告と呼ばれます。 
固定資産税の仕組み 
 固定資産税は、毎年１月１日時点の不動

産所有者に課される地方税です。市町村（東

京 23 区は東京都、以下同）は不動産登記簿

等に記載された土地・家屋の所有者に毎年

５月頃、納税通知書を送付します。 
 固定資産税の評価額は地方税法に定める

固定資産評価基準により、市町村が決定し

ます。３年に一度、評価替えが行われ、直近

では令和６年度に改定されています。 
相続で納税義務も承継される 
 相続人は被相続人の土地・家屋取得に伴

い、固定資産税の納付義務も承継します。

市町村が現所有者申告の手続を求めるとき、

現所有者は遺言や遺産分割協議で土地・建

物を取得した者だけでなく、遺産分割協議

前の法定相続人も該当します。 
民法では相続があると、法律で定められ

た順番に相続人が決まり、法定相続分によ

り財産・債務を承継します。したがって遺

産分割前は相続人全員が現所有者となって

固定資産税の納付義務を負うことになりま

す。そして市町村は相続人の中から代表者

を決めて、その者に納付してもらうことと

しています。 
現所有者申告書の提出期限は相続開始後

３月とされており、具体的には市町村ごと

の条例で決められています。届出書の様式

も市町村ごとに定められており、ホームペ

ージに記載例が掲載されています。 
 現所有者申告書の添付書類には、相続人

全員の戸籍謄本や住民票の提出を求める市

町村や本人確認票（マイナンバーカード、

運転免許証など）の提示だけですむ市町村

もあります。 
相続人代表者が固定資産税を一度納付する 

遺産分割協議前の固定資産税の納税義務

は相続人全員にありますが、実務上は相続

人代表者が一度納付し、後に相続人の間で

各自の持分で精算します。土地・家屋の取

得者の相続登記が行われると、以降は新し

い所有者に納税通知書が送付され、共有の

場合は引き続き代表者に送付されます。 
なお、相続した不動産を売却したり抵当

権を設定したりするためには相続登記（所

有権移転登記）が必要となりますので忘れ

ないようにしましょう。 
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土地・家屋の現所有者申告 

固定資産税は相続人代

表者が納付し、後で相続

人の間で精算します。 
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